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第2章 新局面を迎えた宇宙通信

人類初の衛星が打ち上げられたのは,今 からちょうど20年 前の1957年 で

あった。その後の宇宙開発は米国及び ソ連を中心としてめざましい進展をみ

たが,そ の中で,国 際通信における通信衛星の発達は特に著しいものがあっ

た。1962年 以降,米 国は実験用通信衛星を次々に打ち上げ,実 験を行った。

この通信実験には,世 界の各国とともに我が国も参画 し,大 陸間のテレビジ

ョン及び電話中継実験を実施 し,多 大な成果をあげた。これら一連の実験成

果を背景にして,衛 星通信を行う国際組織としてインテルサ ットが 設 立 さ

れ,衛 星を利用 した国際通信が商用通信として 定 着 し,加 盟国及び通信量

は,着 実に増加 している。

通信衛星に代表される宇宙通信とは,人 工衛星,惑 星探査機等の打上げ,

利用に必要な無線通信系の総称であり,通 信衛星による電話やテレビジョン

の中継をは じめとして,科 学衛星による観測データの伝送,気 象衛星による

雲写真の伝送,惑 星探査機等による月や火星の写真の伝送,月 上の探査機の

地上からの遠隔制御等はすべて宇宙通信である。宇宙通信の うち,衛 星を介

して行う地上相互間通信,例 えば通信衛星に よりテレビジョンや電話の中継

を行 う場合等を特に衛星通信と呼称 している。

宇宙通信の特長としては,① 衛星 システムは創設費,保 守費が地上の通信

距離と無関係であり,遠 距離 広範囲な通信に有利であること,② 電話,テ

レビジョン等の高品質,広 帯域通信が容易であること,③ 多 くの地点間で同

時に通信を行う,い わゆる多元接続が可能であること,④ 雨域伝搬距離が少

ないため地上では使用 しにくい ミリ波等の高い周波数の利用が可能であるこ

と,な どが挙げられる。このような特長を持つ宇宙通信は通信衛星,放 送衛

星をはじめとして,気 象衛星,地 球観測衛星等による各種サー一ビスの提供を

可能とし,人 間生活におけるより高度な経済的,社 会的,文 化的な発展に寄
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与することが期待されている。

宇宙通信の推進をはかってい く場合,常 に電波の利用が不可欠であるが,

電波及び静止衛星軌道は有限な天然資源であり,そ れらの使用に当っては能

率的かつ経済的に行わなければならないことは国際的にも合意された基本的

原則である。無線通信はその特性から国際性が強いが,特 に宇宙通信は伝送

方式からみて,こ の傾向が顕著であり,宇 宙通信を推進するためには国際的

協調が必要である。このため国際電気通信連合(ITU)に おいて,宇 宙通信

に関する周波数の分配,電 波及び軌道の使用に当っての技術的条件,宇 宙通

信システム計画に対する関係国間の事前調整方法等について各国の合意のも

とに取決めを行っている。我が国の宇宙通信に関する監理もこの国際的合意

を基本として行おれている。

我が国の宇宙開発は,宇 宙研究分野における東京大学の観測 ロケットの開

発から開始 されたが,44年 度に宇宙開発事業団が設立されたことにより,通

信衛星をはじめとする実利用分野の開発が軌道に乗 り,本 格的な宇宙開発が

行おれる運びとなった。宇宙開発は高度かつ総合的な技術の結集により可能

となるものであ り,そ のためには多 くの資金,優 秀な人材,長 い期間を必要

とすることから,諸 外国においても国が中心となって進めている。 したがっ

て,我 が国においても,宇 宙開発の推進の基本となる宇宙通信を発展 させる

ためには,先 行的な宇宙通信技術の開発を国が積極的に進め,国 産技術の向

上をはかっていくことが特に重要であろう。

我が国の宇宙開発の現状はいまだ初期の段階であるが,52年 度には実験用

の通信衛星,放 送衛星が打ち上げられるところまでに達 した。今後は,こ れ

らの衛星の開発実験成果等を踏まえながら,社 会活動,国 民生活の向上に役

立てる方向で,宇 宙通信の進展をはかっていかなければ な らな い。本章で

は,こ の新局面を迎えた宇宙通信について,そ の歩み,現 状,監 理の動向等

を紹介することとしたい。



第2章 新局面を迎えた宇 宙通信 一39一

第1節 宇宙通信発展の歩み

1衛 星の出現 と宇宙通信

宇宙通信の幕あけは,1957年 の 「国際地球観測年」に宇宙空間の研究のた

めに観測機器をとう載 した人工衛星を利用する構想を米国及びソ連 が 発 表

し,こ の計画のもとに1957年10月,ソ 連がスプー トニク1号 の打上げに成功

したときであった。この衛星は,上 層大気の密度や宇宙空間の荷電粒子等の

観測データ,衛 星内部の温度,圧 力等のデータを電波で地上に送 信 して き

た。続いて米国も4か 月後にエクスプローラ1号 を打ち上げ,地 球の周囲に

放射能層バ ン・アレン帯があることを発見した。

このように初期の衛星は,主 に科学観測を目的としたものであったが,衛

星及びロケット技術の進展に伴って,人 間生活に直接役立てようとする計画

が進み,1960年 に衛星から地上の雲を観測することを 目的とした気象衛星タ

イロス1号 により初の実利用分野の宇宙通信が行われた。1962年 には,衛 星

上の中継器で受信電波を増幅して再送信する本格的実験用通信衛星テルスタ

ー1号 が米国によって打ち上げられ,世 界最初のテレビジ コン及び電話の衛

星中継に成功した。更に,宇 宙通信に関する研究,開 発が進展 し,特 に静止

軌道への投入技術の確立に伴い実利用への可能性が高まった。

通信衛星の分野では,テ ルスター系の衛星に引き続いて,中 高度衛星の リ

レー系衛星が,更 に静止衛星であるシンコム系の衛星が打ち上げられ,世 界

各国がこれらの衛星を利用した通信実験に参加し,多 くの成果を挙げた。我

が国においても,1962年 から衛星通信実験の協力に関する日米両政府間の取

決めに基づいて,国 際的実験計画に参加することとなった。

1962年,郵 政省電波研究所鹿島支所に,直 径30mの パラボラアンテナをも

つ地球局が,ま た翌1963年 には,国 際電電茨城宇宙通信実験所の地球局が完

成 し,上 記各衛星を利用した各種通信実験を行い,太 平洋横断 テ レ ビ ジョ

ン,電 話中継等に次々と成功 した。この一連の実験の中で特に印象深いもの
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としては,1963年11月 のリレー1号 に よる初の 日米間テレビジョソ中継の受

信に成功した時,受 像機の画面に写 し出されたものが,米 国大統領ケネデ ィ

暗殺の悲報であったこと,ま た,1964年10月 にシンコム3号 に より,東 京オ

リンピックの実況を米国に向けて初めて生中継 し大成功を収めたことであっ

た。 これらの通信衛星による実験成果は,イ ンテルサ ットに引 き継がれて,

本格的国際衛星通信の確立に寄与することとなった。

初期の宇宙通信発展の動向は極めて多彩であるが,諸 外国の動 向 と して

は,1965年 にソ連が通信衛星モルニア1号 を打ち上げ,衛 星通信の分野にも

独自の活動を開始 したこと,1966年 以降米国が応用技術衛星(ATS)数 個

による幅広い応用技術の実験を行い,郵 政省電波研究所等がこの実験に参画

したこと,1969年 に,米 国がアポロ11号により月面着陸に成功 し,高 度の宇

宙通信技術が駆使されたこと,1970年 に中国が初の衛星打上げを行い宇宙活

動に参入 したこと及び1972年 カナダが初の国内用通信衛星によるサービスを

開始 したことなどが挙げられる。

国内の動向としては,1969年 に宇宙開発事業団が発足 し,実 利用分野の衛

星開発に一歩を踏みだしたこと及び1970年 に東京大学が我が国初の人工衛星

として,「おおすみ」の打上げに成功 したことが挙げられる。

また,国 際機関の動向としては,1967年 に 「月その他の天体を含む宇宙空

間の探査及び利用における国家活動を律する原則に関する条約(宇 宙条約)」

が発効し宇宙活動に対する規律原則が明確化されたこと及び1971年 に国際電

気通信連合(ITU)が 宇宙通信に関する世界無線通信主管庁会議を開催 し,宇

宙通信の新 しい規律について国際的合意が得られたことなどが挙げられる。

2イ ンテルサ ッ トの設立 と発展

(1)イ ン テ ル サ ッ ト暫 定的 制 度 の設 立

米 国 は,自 己 の リーダ ー シ ップ に よ り速 や か に全 世 界 的 な衛 星通 信 を 実現

す る と の構 想 の 下 に,1962年8月 に 「通 信 衛星 法(CommunicationsSatellite

Actof1962)」 を 制 定 し,翌1963年2月 に 「通 信 衛 星 会 社(コ ムサ ッ ト)」
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を 設 立 した 後,西 欧,オ ー ス トラ リア,カ ナ ダ及 び 日本 に対 して,世 界 商 業

通 信 衛 星 組 織 の 設 立 を 呼び か け,1964年5月 か ら政 府 間 交 渉 が 開始 され た 。

組 織 の 中で 優 位 性 を 保 持 し よ うとす る米 国 に対 して,西 欧 諸 国 は一 定 の 歯 止

め をか け よ うと して,政 府 間交 渉 に お い て は,特 に組 織 構 成 の 点 を め ぐって

意 見 の対 立 が あ った が,衛 星 通 信 の分 野 に お い て は米 国が 圧倒 的 な 技術 力を

保 持 してお り,ま た,増 大 す る国際 通 信 量 に 対 処す るには 衛 星 通 信 技術 を早

期 に 導 入す る こ とが 必 要 で あ ると考 え られ た 結 果,と りあえ ず 暫定 的 制 度 と

して 組 織 を設 立 し,そ の 実 績 を 踏 ま え て恒 久 的 制 度へ の移 行 を 図 る とい うこ

と で妥 協 が得 られ,同 年7月 に 「世 界商 業 通 信 衛 星組 織 に関 す る暫 定的 制度

を 設 立 す る 脇定 」(暫 定 協定)及 び 「特 別 協定 」 が仮 調 印 され た。 両協 定 は

同年8月20日 に 発効 し,こ こに イ ンテ ル サ ッ ト(INTELSAT-International

TelecommunicationsSatelliteConsortium)が 発 足 す る こと とな った 。 な

お,我 が 国 は 暫定 協定 には 政 府 が 署 名 し,ま た特 別 協定 に は イ ソテ ルサ ッ ト

に 出 資 し,そ の 事 業運 営 に参 画 す る電 気 通信 事 業 体 と して政 府か ら指 定 され

た 国際 電 電 が 署 名 し,イ ンテ ルサ ッ トの 原加 盟 国 とな って い る。

(2)イ ン テル サ ッ トの恒 久 化

イ ソテ ルサ ッ ト恒 久化 のた め の 政 府 間 会議 は1969年2月 か ら開 始 され,2

年 余 の 交渉 の末,1971年5月 に 開催 され た第3回 全 権 会議 にお い て,「 国際

電 気 通 信衛 星 機 構(イ ンテ ル サ ッ ト)に 関す る協 定 」(恒 久 協定)及 び 「同

運 用 協定 」 が採 択 され,同 年8月20日 か ら署 名 の ため に開 放 され た。

我 が 国 は,恒 久 協 定 に 同 日受 諾 を 条 件 と して署 名 し,国 会 の承 認 を得 て,

翌 年6月27日 に協 定 の 寄 託 国 で あ る米 国 に 対 し,受 諾 書 を 寄 託 した。 一 方,

運 用 協 定 に つ い ては,暫 定的 制 度 下 と 同 じ く国 際 電電 を指 定 し,こ れ に 署 名

させ た 。

両 協 定 は1973年2月12日 に発 効 し,恒 久 的 制 度 と して の イ ンテル サ ッ ト

(INTELSAT-InternationalTelecommunicationsSatelliteOrganization)

が 発 足 す る こ と とな った 。

恒 久的 制 度 は,暫 定 的 制 度 に お い て確 立 され た 財 務 ・技 術 ・運 営 上 等 の 基
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衛 星

I
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(F-2)

H

H

H

H

H

(F-1)

(F-2)

(F-3)

(F-4)

(F-5)

皿

皿

皿

皿

皿

皿

田

(F一 の

(F-2)

(F-3)

(F-4)

(F-5)

(F-6)

(F-7)

打上げ期日

1965.4.6

1966.IO.26

19671.11

1967.3,23

1967.9,28

1968.9,18

1968,12,19

ig69.2.6

1969.5.22

1969.7.26

1970.1.15

1970.4.23

位 置

大 西 洋

太 平 洋

大 西 洋

太 平 洋

大 西 洋

イ ン ド洋

太 平 洋

太 平 洋

大 西 洋

回線 容量

(電話 換 算)

240回 線

〃

240回 線

"

'

''

ノ'

1,200回 線 十

1TV回 線

'

'

'

'

''

〃

軌道上 の大 き さ

重 量 直 倒 高 さ

38.5kg

"

9k78

71

''

'

'

9k64

'

''

''

''

''

''

皿C7

〃

142cm

〃

'

''

'

142cm

'

'「

''

''

''

''

59cm

'

mC76

11

'

''

mC40

'

''

''

'

''

'

設計寿命

1,5年

〃

備 考

漂 流 中(1969.1以 降商 用 停止)

ス ミソ ニ ア ン博 物 館(ワ シ ン トン)

に 展 示

-

A
卜Ω

i

静 止に失 敗

漂流 中(1969.2以 降商用停止)

漂 流中(1970.2以 降商用停止)

漂流中(1971.9以 降商用停止)

地上保管

H

3年

〃

''

''

'

5年

''

''

'

''

11

11

打 上 げ 失 敗

漂 流 中(1970.1以 降 商 用 停止)

1最初 太 平 洋 上,1969.6イ ソ に洋 上
に 移 動,現 在 トラ ン ス ポ ン タ 。 リ

[一スに使用 中

漂 流 中(1973.5以 降 商 用 停 止)

打 上 げ失 敗

最 初 大 西 洋 上,1972.4イ ン ド洋 上
に 移動 し,1973.6太 平 洋 上 に 再 移

動,漂 流 中(1974.12以 降 商 用 停 止)

位 置不 明(1972.1以 降 商 用 停 止)



衛 星

m(F-8)

W

W

W

W

W

W

W

(F-1)

(F-2)

(F-3)

(F-4)

(F-5)

(F-6)

(F-7)

(F-8)

IV-A(F-1)

IV-A(F-2)

打上げ期日

1970,7,23

1975.5.22

1971.1.26

1971.12.20

1972.1.23

1972.6.13

1975,2.20

1973.8.23

1974.ll.21

1975.9,26

1976.1,29

位 置

イ ンド洋

大 西 洋

大 西 洋

太 平 洋

イ ンド洋

大 西 洋

太 平 洋

大 西 洋

大 西 洋

回 線 容 量

(電 話 換 算)

1,200回 糸泉十

lTV回 線

+
線

線

回

回

V
OO
T

　

　

店

+
線

線

回
回
V

OO
T

∩
V
∩∠

創

軌道上の大 きさ

重 到 直 倒 高 ・

146kg

㎏207

'

〃

'

9k397

71

142cm

mC832

mC832

'

104cm

皿C825

皿C876

'

設計寿命

5年

備 考

静止に失敗

7年1商 用 中

'

''

'

軌道上 予備

軌道上予 備

軌道上予 備

軌道上予 備

打上げ失 敗b。

トラソスポ ソダ ・リースに使用中

商 用 中

商 用 中

商 用 中 酋

-

膳
QQ

l
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本 原 則 を 引 き継 ぐこ と とな った が,一 方,組 織 の 法 人 化,組 織 構 成 上 の 整 備

等 が 行わ れ 国際 機 関 と して の 性 格 が 明確 とな った 。

(3)イ ンテ ル サ ッ トの 発 展

イ ンテ ルサ ッ トは1965年4月 に 第1号 衛 星(ア ー リーバ ー ド)を 大 西 洋上

に打 ち上 げ た の を 皮 切 りに,こ れ まで に11号 系3個,皿 号 系5個,IV号 系7

個 及 びIV-A号 系2個 の打 上 げ に成 功 して い る(第1-2-1表 参 照)。 現

在 商 用 に 供 せ られ て い る衛 星 は,大 西 洋上 のIV-A号 系 衛 星2個,太 平 洋 及

び イ ン ド洋 上 のIV号 系 衛星 各1個 で あ り,こ れ ら4個 の 衛 星 に よ っ て グロー

バ ル ・シ ステ ムが 構成 され て い る。 また,電 話1万2,000回 線 及 び テ レ ビジ

ョ ン2回 線 の 容 量 を 有す るV号 系衛 星 計 画 が1976年9月 に 決 定 され,1979年

以降 大 西 洋 地 域 か ら順 次 導 入 され る こ と とな って い る。 一 方,衛 星 を 使 用 し

て通 信 を 行 う地 球 局 は,利 用 各 国 に お い て 建 設 され るが,1977年3月 現 在,

82か 国 に132局 あ り,ア ンテ ナ の数 は166に 達 して い る。

第1-2-2表 インテルサ ッ ト利用状況(使 用 ユニ ッ ト数)

＼ 、 衛星
＼
＼

年 ・月 ＼

1966.3末

1967.3

1968,3

1969.3

1970.3

1971.3

1972.3

1973.3

1974.3

1975.3

1976.3

1977,3

大西洋衛星

152

182

470

998

2,005

2,653(1)

3,634(1)

4,856(1)

6,167(2)

7,710(3)

9,033(3)

11,057(4)

太平洋衛星

188(7)

268(28)

464(62)

918(133)

1,304(151)

1,719(188)

1,896(251)

1,645(357)

1,848(386)

1,900,5(415)

1,998(409)

イ ン ド洋衛星

Il6(14)

382(44)

694(72)

957(94)

1,465(132)

2,248(183)

3,049.5(229)

4,043(280)

合 計

152

300(7)

738(28)

1,462(62)

3,039(147)

4,339(196)

6,047(261)

7,709(346)

9,277(491)

11,806(572)

!3,983(647)

17,098(693)

(注)1.ユ ー ッ トとは,2つ の標準地球局 間に4kHz相 当の電話 双方向回線を設

定す るために必要な衛星の電力 と帯域 であ って,2単 位を もって1双 方向

回線が設定 され る。

2.()内 は我が国の使 用ユ ニッ ト数である。
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また,イ ンテ ル サ ッ ト衛 星 の利 用 状 況 は 第1-2-2表 の とお り,順 調 な

伸 び を示 して い る。

なお,1977年3月31日 現 在 にお け る イ ン テル サ ソ ト加 盟 国 は95か 国 で あ

る。

第2節 進展する宇宙通信の現況

1打 上げ迫る我が国の通信,放 送衛星

(1)我 が国の宇宙開発

我が国の宇宙開発は,科 学研究分野のものと実利用分野のものに大別され

る。このうち,実 利用分野の開発においては通信,放 送,気 象,電 離層観測

衛星等の各利用機関がそれぞれの利用の実態を踏まえた研究を進め,こ れら

が開発段階に達したときには宇宙開発事業団が開発,打 上げを行 うこととな

っている。

これらの宇宙開発は,総 理府に設置された宇宙開発委員会が策定する宇宙

開発計画を尊重して内閣総理大臣が定める宇宙開発に関す る基本計画に基づ

き推進されているが,利 用に係るものについては,利 用機関において独自の

開発及び研究が進められているものもある(第1-2-3図 参照)。

我が国の宇宙開発は,昭 和45年 初の人工衛星として 「おおすみ」が打ち上

げられて以来,第1-2-4表 に示す各種の衛星が打ち上げられ,又 は打ち

上げられる予定である。

人工衛星打上げ用 ロケットとしては東京大学のMロ ケットと宇宙開発事業

団のNロ ケット及びNロ ケットH型 並びに今後開発が予定 されている大型人

工衛星打上げ用ロケットとに分けられる。

このうち,Nロ ケットは,静 止衛星軌道上に約130kgの 人工衛星を打ち上

げる能力を有し,既 に技術試験衛星H型(ETS-H)「 きく2号 」にょりそ
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第1-2-3図

'jlir隅1吃に関する

匙ド計画の`娼ヒ

日本の宇宙開発体制

企
国11

屡
人工衛星の研究

実験用地上ll「と備の整備

衛星実験の実地

①;1i潤 発に関する亟要な政策 律 宙
附発爵1画の策定等〕に「1IIすること

②関係行政機閲の字宙開∫cに関する経

その1也の

関係雀庁
宇宙開発に関する基本言考画に基づく
政策の推進

科学衛星の研究開発

科学衛Illの才1ちLげ屑ロケットの研究開発
科学衛Illノ用 ち上げ追跡

必要な力法,施 設及び設備の研究開発

の能力が実証 されたが,Nロ ケットH型 は約350kgの 静止衛星打上げ能力,

大型人工衛星打上げ用 ロケットは500kg以 上の静止衛星打上げ能力を目指し

てそれぞれ開発及び開発研究が進められている。

通信,放 送の分野の衛星計画については,郵 政省が中心になってその推進

を図っているところであるが,現 在,こ れらに関 し実験用中容量静止通信衛

星(CS)計 画,実 験用静止通信衛星(ECS)計 画及び実験用中型放送衛

星(BS)計 画の3つ のプロジェクトが進行中である。

また,こ れらの推進に当っては,郵 政省,電 電公社,国 際電電及びNHK

の間の連絡及び調整を図るために設置された 「宇宙通信連絡会議」において

必要な検討を行っている。

(2)実 験用中容量静止通信衛星(CS)計 画

実験用中容量静止通信衛星(CS)計 画は,将 来の国内通信需要の増加と

通信形態の多様化に対処す るため,実 用衛星 システム導入に必要な技術を開

発し技術基準を確立することなどを目的 とした実験用通信衛星計画である。

衛星は,52年12月 米国航空宇宙局(NASA)の 協力を得て打ち上げるが,遷

移(ト ランスファー)軌 道から静止軌道への投入は宇宙開発事業団が行 う。
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第1-2-4表 人工衛星開発計画

区

分

宇

宙

開

発

事

業

団

関

係

衛星 の種類

技 術 試 験 衛 星1型(
ETS-1)「 き く」

電離層観測衛星
(ISS)「 うめ」

丁技 術 試 験 衛 星
H型

(ETS-H)「 き く
2号 」

静止気象衛 星(G
MS)「 ひまわ り」

実験用中容量静止
通信衛星(CS)

電離層観測衛星
(ISS-b)

実験用中型放送衛
星(BS)

実験用静止通信衛
星(ECS)

技術試験衛星IV型
(ETS-IV)

技衛試験衛星皿型
(ETS一 皿)

東

京

大

学

関

係

静止気象衛星2号(
GMS-2)

お お す み

試 験 衛 星
(た ん せ い)

第1号 衛 星(
F-2し んせい)

第2号 衛 星(
で ん ば)

試 験 衛 星
(たんせい2号)

打上げ時期

50年9月9日

51年2月29日

52年2月23日

52年7月14日

52年12月

53年2月

52年 度末

53年 度

55年 度

56年 度

56年 度

45年2月11日

46年2月16日

46年9月28日

47年8月19日

49年2月16日

ロケ ッ ト

の種 類

N

N

N

デ ル タ2914

デル タ2914

N

デ ル タ2914

N

NH

N

NH

L-4S-5

M-4S-2

M-4S-3

M-4S-4

M-3C-1

衛星の重
量(㎏)

82.5

139

130

350

350

139

350

13Q

640

375

335

23.8

63

66

75

56

軌 道

蔽(㎞)陣 斜剣 形 状

1,000

1,000

36,000

36,000

36,000

1,000

36,000

36,000

36,000
～220

1,000

36,000

335～

5,160

990～

1,110

870～

1,870

250～

6,570

290～

3,240

約47。

約70。

円

円

o幅 止

静 止O。

静 止0。

約70。 円

静 止oo

。幅 止

約30。

約45。

楕 円

円

静 止0。

31。

30。

32。

31。

''

楕 円

'「

''

F'

〃
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区

分
衛星の種類

ロケ ッ ト

の種 類
衛星の重
量(㎏)

『

軌 道

高度(k皿)傾 斜 角 形 状

東

京

大

学

関

係

第3号 衛 星
(た い よ う)

50年2月24日 M-3C-2 86
260～

3,140
32。 〃

試 験 衛 星
(たんせい3号)

52年2月19日 M-3H-1 129
790～

3,810
66。 "

第5号 衛 星
(EXOS-A)

52年 度 M-3H-2 130 350～

4,500
60～70。 〃

第6号 衛 星
(EXOS-B)

53年 度 M-3H-3 85 300～

30,000
30。 〃

第4号 衛 星
(CORSA-b)

53年 度 M-3C-4 95
550～

650
310 "

試 験 衛 星
(MS-T4)

54年 度 M-3S-1 180
350～

600
〃 7'

第7号 衛 星
(ASTRO-A)

55年 度 M-3S-2 〃 〃 〃 〃

第8号 衛 星(
ASTRO-B)

57年 度 M-3S-3 〃 〃 〃 "

郵政省は電電公社及び宇宙開発事業団等の協力を得て,次 に示す項 目の実験

を実施する。

① 衛星通信システムとしての伝送実験

② 電波伝搬における降雨の影響に関する実験

③ 衛星 とう載機器及び地上設備の特性に関する実験

④ 地上系通信 との混信に関する実験

⑤ 衛星管制技術に関する実験

⑥ 衛星通信 システム運用技術に関する実験

この計画は我が国の電波利用の現状殊に地上マイクロ回線が極めて混雑 し

ている実態にかんがみ,先 進諸国にさきがけて準 ミリ波帯(30/20GHz)に

よる衛星通信技術を確立 しようとするもので,国 際的にも注 目を 浴 び て い

る。

この計画は・46年頃から関係者の間で検討が進められていたが,47年9月,
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郵政省から宇宙開発委員会に対 し,そ の実現につき正式に要望 した。これを

受けた同委員会は,検 討の結果,47年 度宇宙開発計画において衛星の開発研

究を48年度に行 うことを決定 し,引 き続いて48年10月 に48年度から衛星の開

発を行い51年度に打ち上げることを 目標に開発を進める旨の決定を行った。

(その後,宇 宙開発計画の見直しの際52年度に変更した。)

これに伴い郵政省は,従 来の研究成果を踏まえながら進めていた衛星の概

念設計及び予備設計の結果を取 りまとめ,同 年11月 宇宙開発事業団にこれら

を引き継ぎ,更 に49年度には電電公社の協力を得て進めていた衛星 とう載中

継器のエンジニア リングモデル(EM)の 開発研究成果を同事業団に引き継

いだ。

事業団では,郵 政省から予備設計等の引継ぎを受けた後,本 格的に開発に

A
SOPC実 験装置

可 搬 局

簡易型固定局

第1-2-5図CS計 画 実 験 シ ス テ ム 図

電界強度測定装置

幕灘;欝鱒 騙き ④

鴨/▽1:＼ ∵缶
電話・カラー・Vf言号1・ ＼ 謡 カラーTVI言 号 車 載 局
(上リ30GH・.刊2・G・ ・),'1し ＼ 〔上・6G・・下・・G… 〔準ミリ鯛)

毫∴.寄 望』
〔上騨 下り20G臣)警 磁 謂1蓄 ＼ 車 舗

嚥)

信号

GHz}

電話,カ ラーTV信 号
1上りコOGHz下 り20GHzl
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着手し基本設計プロトフライ トモデル(PFM),フ ライ トモデル(FM)の

開発を進め,PFMに ついては,52年3月 に,FMに っいては同年7月 に製

作を完了 した。

実験に必要な地上施設は衛星製作と並行して進められ,実 験の中枢となる

主固定局兼運用管制局(CS主 局)は,郵 政省電波研究所が鹿島支所に,衛

星の追跡管制局は,事 業団が勝浦と沖縄にそれぞれ建設 した。このほか各種

実験を効果的に行 うための副固定局,可 搬局等は郵政省に協力 し電電公社が

整備している。これらの各局間は,テ レックス,フ ァクシミリ,電 話,デ ー

タ伝送回線等の地上通信回線によって相互に連絡 している。設備及び実験シ

ステムの概要は,第1-2-5図 のとお りである。

(3)実 験用静止通信衛星(ECS)計 画

実験用静止通信衛星(ECS)計 画は,我 が国における通信需要の増大に対

処するために,将 来の衛星通信技術を開発するための一段階として,ミ リ波

帯等を用いた静止衛星通信システムの通信実験及び電波伝搬特性の調査を行

うとともに,静 止衛星打上げ技術,追 跡管制技術並びに姿勢制御技術等の確

立を図ることを目的とした実験用通信衛星計画である。

衛星は,54年2月 宇宙開発事業団の種子島宇宙センターからN揖 ケットに

より打ち上げられ,東 経145度 の静止軌道に投入される。郵政省は電電公社,

国際電電及び事業団等の協力を得て,次 に示す項 目の実験を実施す ることに

なっている。

伝搬実験

① サイト・ダイバ シティ効果

② 降雨減衰特性及び交差偏波特性

③ シンチレーション特性

通信実験等

① サイ ト・ダイバシテ ィ切換実験

② ミリ波衛星通信システムの評価

③ 静止衛星軌道の有効利用一CSと の共同実験
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④ ミリ波地上局の特性

⑤ 衛星とう載用中継器の信頼性

⑥ 衛星通信システムの運用技術

この実験計画では,ミ リ波帯による衛星通信システムの通信実験 を 行 う

が,こ れは電波の有効利用を図るため,ま だ実用の段階に至っていない周波

数領域を積極的に開拓し,将 来,ま すます増大するであろ う周波数需要に備

えようとするものであって,こ れは世界的にも画期的な実験計画として,多

くの有益なデータを得られるものと期待されている。

また,限 られた静止軌道を有効に利用するための資料を得るために本衛星

に先立って打ち上げられるCSと の共同実験 として現在,固 定衛星通信業務

用として最も多用されているマイクロ波帯(6/4GHz)に よる衛星間干渉実

験を行 うことも考慮されている。

この計画は,42年 郵政省によって計画され,以 来郵政省電波研究所におい

て研究が進められてきたが,44年 宇宙開発事業団の設立に伴い,衛 星本体の

開発は事業団が行い,衛 星にとう載 される中継器については郵政省が開発研

究を進めることになった。

郵政省は,43年 度以降電電公社の協力を得ながらミッショソ機器のEM等

の試作を進めていたがこの成果を50年 度に事業団に引き継いだ。

一方,事 業団では衛星本体に関する開発を進め,46年 度概念設計,47年 度

予備設計,50年 度は基本設計を行い,51年 度からは,郵 政省から引き継いだ

開発研究成果を踏まえて衛星全体の詳細設計と,PFM及 びFMの 製作を行

い,52年3月 詳細設計を完了した。PFM及 びFMに ついては,53年9月 完

成を目途に 目下開発中である。

実験に使用する地上施設は,主 局を郵政省電波研究所鹿島支所に,副 局を

同平磯支所に設置する予定である。また,CSと 共同で行 う衛星間干渉実験

のための関連施設も整備される予定である。施設及び実験システムの概要は

第1-2-6図 のとお りである。
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第1-2-6図ECS実 験用地上局 の構成 及び実験 システムの概 要

。編

(4)実 験用中型放送衛星(BS)計 画

実験用中型放送衛星(BS)計 画は,将 来の各種の放送需要に対処するた

めに,実 用放送衛星 システムの導入に必要な技術開発と技術基準を確立する

ことなどを目的 とした実験用放送衛星計画である。衛星は,52年 度末NASA

の協力を得て打ち上げるが,遷 移軌道か ら静止軌道への投入は宇宙開発事業

団が行 う。郵政省はNHK,宇 宙開発事業団の協力を得て,次 に示す項 目の

実験を実施する。

① テレビジョン信号の伝搬特性に関する実験

② 電波伝搬における降雨の影響に関する実験

③ 衛星とう載機器及び地上設備の特性に関する実験

④ 地上系通信との混信に関する実験

⑤ 衛星管制技術に関する実験
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⑥ 衛星放送システム運用技術に関する実験

⑦ 衛星電波の受信品質の評価に関する実験

この計画は,テ レビジョン放送の個別受信を可能とする実用放送衛星に至

る過程としての実験用放送衛星計画であるが,CS計 画と同様の経緯で進め

られた。

すなわち郵政省は,48年11月 従来進めてきた概念設計,予 備設計の結果を

取 りまとめ,こ れらの成果を宇宙開発事業団に引き継 ぎ,更 に49年 度にはN

HKの 協力を得て進めていた衛星とう載中継器のEMの 開発研究成果を事業

団に引き継いだ。

事業団では,郵 政省から予備設計等の引継ぎを受けた後,本 格的に開発に

着手し基本設計,PFM,FMの 開発を進めこれらの製作は52年7月 に完了

した。

第1-2-7図BS計 画実験システム図
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翫
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兼運用管制局
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実験に必要な地上施設は,衛 星製作 と並行して進められ,実 験の中枢とな

る主送受信局兼運用管制局(BS主 局)は,郵 政省電波研究所が 鹿 島 支 所

に,衛 星の追跡管制局は事業団が勝浦と沖縄にそれぞれ建設 した。このほか

辺地,離 島を含む日本国内各地において受信を行い,実 験を効果的に行 うた

めの可搬型送受信局等はNHKが 整備 した。これらの各局は,テ レックス,

ファクシミリ,電 話,デ ータ伝送回線等の地上通信回線によって連絡され,

緊密な連携のもとに実験が遂行される。地上施設と実験 システムの概要は第

1-2-7図 のとお りである。

第1-2-8表 衛星の諸元等

蕎一 一選/ CS ECS BS

軌

寿

形

寸

重

道

命

状

法

量

太陽電池発生電
力

姿勢安定方式

通信系周波数

打 上 げ ロケ ッ ト

東経135度 の赤 道上約
3万6,000kmの 静止軌 道

約3年

円 筒 形

直径2.2m
高 さ3.5m
(ア ンテナを含む)

約350㎏
(静止軌道上の初期値)

約422W(末 期)

ス ピン安定方式

,l/量。8髭 灘

ソーア ル タ2914

睡145度 の赤道上約
3万6,000㎞ の静 止軌道

約1年

円 筒 形

直径1.4m高
さ2m

(アンテナを含 む)

約130㎏

(静止軌道上 の初期値)

約100W(末 期)

ス ピン安定方式

轟9髭 鷺
Nロ ケ ッ ト

東経110度 の赤道上約
3万6,000㎞ の静止軌道

約3年

展開型 ソーラパ ドル付
箱形

L3m×1.2m×3,lm

太陽電池 パネル展開時
約9m

約350㎏
(静止軌道上 の初期値)

約800W(末 期)

三 軸 姿 勢 安 定 方 式

12GHzカ ラ ー テ レビ

ジ 司ン信 号2チ ャ ンネ
ル

ソー デ ル タ2914

2多 様化する諸外国の衛星通信

(1)米 国

米国の通信衛星開発の歴史は,ほ とんどそのまま世界の通信衛星開発の歴

史である。米国は国際衛星通信システムとして完全に定着 したインテルサヅ

トにおいて主導的立場を占めるのみならず,近 年は国内衛星通信システムの

導入も活発に進めている。
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国 内衛 星 通 信 シ ステ ムの 設立 につ い て は,1965年 以来 連 邦 通 信 委 員 会(F

CC)に よ り種 々の 検 討 が加 え られ て きた が,1972年 末 裁 定 に よ り 「オ ープ

ソ ・ス カ イ政 策 」 といわ れ る国 内衛 星 通 信 分 野 で の 自 由参 入 が 認 め られ,以

来 各社 の シ ス テ ムが しの ぎを 削 って い る。

最 初 の 国 内衛 星 通 信 シ ステ ム の運 用 は,カ ナ ダの 国 内通 信 衛 星 ア ニ ク2号

(1973年4月 打 上 げ)の 一 部 を賃 借 して,RCA社 が1973年12月 に 開 始 した

が,そ の後1974年4月 に ウ ェ ス タ ン ・ユ ニオ ン電信 会 社(WUT)が,米 国

最 初 の 国 内通 信 衛 星 ウ 山 ス タ ー1号 を 打 ち上 げ た の に続 い て各 社 の シス テ ム

が 登場 して い る(第1-2-9表 参 照)。

第1-2-9表 米国国内衛星通信 システムの概要

醒 システ・名 所有会社名 膳 用馴 提供サービ・ 備 考

ウ ェス ター シ

ステ ム

ウ ェス タ ン ・
ユ ニ オ ン電 信

会 社

電 報,テ レ ッ
クス,デ ー タ1974年

伝 送,TV伝7月

送,専 用 線,メ
ー ル グラ ム等

魏 ムシR亨会,,ム 鴨 縁 野

コム ス タ ー シ コム サ ッ ト ・1976年

ス テ ム ゼ ネ ラル社7月

サ テ ライ トビ

ジ ネ ス シス テ

ム(SBS)

IBM,コ ム

サ ッ ト ・ゼ ネ

ラ ル,エ トナ

社

1981年

(予 定)

【
電
政

サ
む
び
信

話
含
及
通

電
を
務
用

域
ス
業
専

広
ビ
話
府

音 声,デ ー タ
,画 像 の超 高

速 デ ィジ タ ル

通信 サ ー ビス

ア メ リカ ン ・サ テ ライ ト

社(ASC)は ウ ェ ス タ ー衛
星 か ら3個 の トラ ンスボ

ン ダを賃 借 し,1974年7月

か ら運 用 を開 始 して い る。

1975年12月 に サ ッ トコ ム

1号 が打 ち上 げ られ る まで

は,カ ナ ダ の ア ニ ク2号 の

トラ ンス ポ ンダ を賃 借 して

業 務 を 行 った 。

この システム の 所 有 社

は,コ ムサ ッ ト・ゼネラル
社であるが,業 務は アメ リ
カ電話 電信会社(AT&T)

とゼネ ラル電話電子工業会
社(GTE)の 子会社 のG
TEサ テ ライ ト社(GSA
T)が 共同で行っている。

1977年1月 連邦通信 委員

会(FCC)か ら正式 に認
可 され計画中

また,船 舶 を対 象 とす る衛 星 通 信 シス テ ム の開 発 も進 ん で お り,1976年2

月大 西 洋 上 に マ リサ ッ ト衛 星 を 打 ち 上 げ,こ こに 世 界 初 の 商用 シス テ ムが 登

場 した。 続 い て,太 平 洋上 及び イ ン ド洋上 に も同年6月 及 び10月 に打 ち上 げ

られ た。 大 西 洋,太 平 洋 の両 マ リサ ッ ト衛 星 は,一 般 船 舶 を対 象 と した電 話
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及びテレックスのサービスに利用 されている。

米国は,こ のような衛星通信の実用化においてめざましい進歩を示 してい

るが,こ の背景には着実な技術開発への努力があ り,そ のために応用技術衛

星(ATS)シ リーズを打ち上げ,実 験を行ってきた。これまでに6個 のA

TS衛 星が打ち上げられたが,こ の うち3個 は現在 も正常に作動 している。

なかでもATS-6は,1974年5月 打ち上げられた衛星で,こ れまでに開発さ

れた静止衛星 としては世界最大のものである。 これは,通 信実験 として航空

機 との通信,衛 星相互間の通信をは じめ,世 界初の衛星放送実験 として米国

内の過疎地域を対象とした教育 ・保健用テ レビジョン実験,ま た静止位置を

移動 してインドと共同で衛星教育テレビジョン実験を実施した。

(2)カ ナ ダ

カナダは広大な国土を有 し,南 部地域と北部地域とでは開発の程度,人 口

の密度において大 きな差があり,ま た,英 語と仏語とい う二重言語国として

の特殊性 もかかえている。このような悩みを有効に解決 し,国 家としての統

一性を確保するとともに宇宙通信の分野でカナダ独自の立場を確立 していく

ため,カ ナダ政府は早くから国内衛星通信 システムの導入を検討 していた。

1968年 カナダ政府は,国 内衛星通信に関する白書を発表 し,こ れに基づき

翌年特別法により国内衛星通信システムを商業 目的で独占的に所有,運 用す

るテレサ ット・カナダ社を設立した。

テレサ ット・カナダ社は,1972年11月 米国製の衛星アニク1号 を,次 いで

1973年4月 にアーク2号,1975年5月 にアニク3号 をそれぞれ米国に依頼し

て打ち上げた。 これらの衛星は,6/4GHz帯 を使用 し電話及びテレビジョン

中継等のサービスを行っている。なお,将 来の通信需要に対処するための次

期衛星 として14/12GHz帯 を使用する通信衛星を計画 している。

一方,カ ナダは衛星通信技術の研究開発にも力を注いでお り,そ の一つと

して通信技術衛星(CTS)計 画を進めている。これは,カ ナダ通信省とNA

SAと の共同プロジェクトとして実施され,電 話,広 帯域データ伝送,FM

放送及び カラーテレビジ昌ン放送等の実験を行 うことを目的とするものであ
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り,1976年NASAに よ り衛星 が打 ち上 げ られ た 。 な お,こ の 実 験 に お い て

は,NHKの 開発 した衛 星放 送 用12GHz帯 受 信機 が,米 国,カ ナ ダか ら注

目 され,NHKは この 受信 実験 に参 加 した。

(3)ソ 連

ソ連 は,世 界 一 広 大 な 国 土を 持 ち,そ の 中 に多 数 の都 市 が 散 在す るた め衛

星 通信 の果 た す 役 割 は 大 きい。 ソ連 の通 信衛 星 は,従 来 移 動 型 の モ ル ニア系

衛 星 で あ った が,近 年 は静 止 通 信 衛 星 計 画 を 具体 化 させ つ つ あ り,放 送 衛 星

も打 ち上 げ て い る。

モ ル ニア系 衛 星 通 信 シス テ ムは,ソ 連 全土 を カバ ーす る長 楕 円軌 道(周 期

12時 間,ソ 連 領 内 で の通 信 可 能 時 間8時 間)を 使 用 し,複 数 個 の衛 星 を一 定

の 間隔 で配 置 す るこ とに よって,24時 間連 続 運 用 す る もの で あ る。 ソ連 を 中

心 とす る東 欧諸 国 は,イ ンタ ー ス プ ー トニ クとい う国 際的 な衛 星 通 信機 構 を

設 立 し,こ の モ ル ニ ア系 シ ステ ムを利 用 して国 際 通 信 を行 って い る。

ソ連 は,移 動 型 の モ ル ニ ア系 シス テ ム には 技 術的 な制 約 条 件 が 多 い た め,

これ に 代わ る静 止 衛 星 通 信 シス テ ム と して ス タ ッシ ョナ ー衛 星 シ リーズ を計

画 し,1975年 末公 表 した 。 この計 画 は10個 の 静 止 通信 衛 星 か らな り,ソ 連 国

内及 び東 欧諸 国を 対 象 と した衛 星 通 信 を 行 うこ とを 目的 と して お り,既 に3

個 の 衛星 が1975年12月,1976年9月,1977年7月 に それ ぞ れ 打 ち上 げ られ て

い る。 この他 に も,ソ 連 は 各種 通 信 衛 星 計 画 を進 め て い る とみ られ,1974年

4月 ラ ウチ及 び ガル ス とい う名 の衛 星 シ ステ ムを 公 表 した 。 これ に よる と,

ラウチ シス テ ムは 国 際 通信 用 で あ り,ま た ガ ル ス シス テ ムは 政 府 通信 用 で あ

って,そ れ ぞ れ4個 の静 止 衛 星 か らな り1981年 及 び1979年 に 打 ち上 げ る こ と

に な って い る。

(4)ヨ ー ロ ツ'「ε

ヨ ー ロ ッパ諸 国 は,宇 宙 開 発 分野 にお け る米 ソの 独走 に対 抗 し,ま た域 内

宇 宙 開発 産業 の振 興 を は か るた め,宇 宙 開 発 に対 して積 極 的 な 姿 勢 を示 して

い る。

ヨ ー ロ ッパ では,各 国 の個 別 的 な 宇 宙 研 究 及 び技 術 開 発 を 統 合 して,研 究
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開発 の効 率 を 高 め る と と もに,こ れ に よ り欧 州宇 宙産 業 を 強 化 して,宇 宙 技

術 の 米 国 依存 体 制 か ら脱 皮 し よ うとい う目的 で1975年5月 に 欧 州 宇 宙 研 究機

構(ESRO)と 欧 州 ロ ケ ッ ト開 発 機 構(ELDO)を 発 展 的 に 統 合 して欧 州宇

宙 機 関(ESA)を 設立 した。

ESA加 盟 国 は,ベ ル ギ ー,デ ンマ ー ク,フ ラ ン ス,西 独,イ タ リア,オ

ラ ンダ,ス ペ イ ン,ス ウ ェ ーデ ン,ス イ ス及 び英 国 の10か 国 で あ る。 現 在 の

開発 計 画 と して は,科 学 衛 星GEOSを は じめ と して10の 多 くを 数 え て お

り,そ の うち通 信,放 送 衛 星 計 画 は,軌 道 試 験 衛 星(OTS),船 舶 を 対 象 と

した マ ロ ッツ衛 星(MAROTS),地 域 通 信 衛 星(ECS)及 び 航 空 機 を 対 象

と した エ ア ロサ ッ ト衛 星 で あ り,1977年 か ら1980年 に か け て 打 上 げ が 予 定 さ

れ て い る。 こ れ ら衛 星 の特 徴 は,基 本 的 な衛 星 構 体 を 共 通 に して各 種 通 信 設

備 を そ れ ぞれ の用 途 に 応 じて 変 化 させ る とい う,新 しい 合 理 化 され た設 計 方

式 を 用 い て い る こ と で あ る。

一 方
,ESAと は 別 個 に,西 独 と フ ラ ンスは,実 験 用 通 信 衛 星 の 開発 のた

め の協 定 を 結 び,1967年 以 来 シ ン フ ォ ニー と呼 ぽれ る通 信 衛 星 の 開発 を 進 め

て きた 。 この 目的 は,技 術 基 礎 実験 の ほか,テ レ ビジ ョ ン,ラ ジ オ放 送 及び

電 話 等 の実 用 化 試験 を 行 うこ と で あ る。 シ ンフ ォニ ー-1号 は1974年12月,H

号 は1975年8月 に そ れ ぞ れ 米 国 に依 頼 して打 ち上 げ られ た。

また,イ タ リア も独 自に シ リオ と呼 ぽれ る通 信 試 験 衛 星 を 開 発 して い る。

これは,準 ミリ波 の 伝 搬 特 性 の 測定,テ レ ビジ ョン,電 話 の伝 送 実験 等 を 目

的 と してお り,1977年8月 米 国 に依 頼 して打 ち上 げ られ た。

(5)そ の他 の 国 々

通 信 衛 星,放 送 衛星 は 国 内 の通 信 需 要 を 満 たす と と も に通 信基 盤 を 整 備

し,か つ また 国 民 の教 育 や 福祉 の 向上 を 図 るた め に,有 効 か つ 迅 速 な 手 段 で

あ ると こ ろか ら,近 年 は 次 の よ うな 国 々 に お い て も,こ れ ら シス テ ムの 導 入

計 画が 具 体 化 しつ つ あ る。

イ ン ドネ シアは,通 信 設 備 拡 充 計 画 の 一環 と して,国 内 衛 星 通 信 網 の 建 設

を 進 め てお り,1976年7月 国 内通 信 衛 星 パ ラパ1号,1977年3月 パ ラパ1号
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を 米 国 に 依頼 して打 ち上 げ,運 用 を 開始 して い る。 国 内用 の通 信 衛 星 を有 す

る 国 と して は,カ ナ ダ,米 国,ソ 連 につ い で4番 目で あ る と と もに,ア ジア

地域 にお け る最 初 の 国 内用 衛 星 シ ステ ムで あ る と ころ か ら,各 国 の注 目を 浴

び て い る。 イ ン ドネ シ アは,こ の衛 星 を 将 来,ASEAN加 盟 の近 隣諸 国に も

使 用 させ る計 画 を 持 って お り,ASEAN自 体 と して も1982年 頃 を 目途 に独 自

の 地 域通 信 衛 星 シ ステ ムを 設立 す る構 想 を立 て て い る。

イ ン ドは,1978年 か ら1980年 代 中期 に か け て イ ンサ ッ トと呼 ば れ る静止 通

信 衛 星 を2個 打 ち上 げ る計 画 を有 して お り,第1号 は外 国 で製 作 し,外 国 の

ロケ ッ トで打 ち上 げ る こ と と して い る。 こ の衛 星 シス テ ム の 目的 は,国 内 テ

レ ビジ ョン放 送 の共 同受 信,主 要 都 市 と地 方 都市 間 の長 距 離 通 信 及 び 気象 観

測 を 行 うこ とで あ る。 な お,国 産 の通 信 衛 星 を 製 作す る能 力 を 開 発す る ため

の予 備 的 実験 衛 星 と して,ESAが 開 発 中 の ア リア ン ロケ ッ トに よ り ア プ ル

と呼 ぽ れ る衛 星 を1980年 に 打 ち 上 げ る予 定 で あ る。

中 国は,1970年4月 最 初 の人 工 衛 星(東 方 紅)を 打 ち上 げ て以 来,宇 宙 活

動 の分 野 で も次 第 に そ の能 力を 高 め て きて い る と思わ れ る。 通 信 衛 星 の 分 野

で は,1977年3月 初 め て実 験 用 の 通 信衛 星(STW1,2)計 画を 公 表 した。

これ に よれ ぽ,1979年 か ら1980年 頃 を 目途 に2個 の 静止 通信 衛 星 を 打 ち上

げ,6/4GHz帯 の 周 波数 を使 っ て各 種 通信 実 験 を 行 うこ と と してい る。

この 他に ア ラ ブ連 盟,ブ ラジ ル,イ ラ ン等 の 国 々で も衛 星通 信 計 画 が 進 め

られ て お り,今 後 の発 展が 期 待 され て い る。

3広 い分野への宇宙通信の利用

(1)国 際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)設 立の動き

衛星通信技術を導入することによって,現 在主 として短波帯を使用 して行

われている海上通信を改善することが考えられ,一 方,衛 星システムに対す

る二重投資の防止及び静止衛星軌道の有効利用の点か ら,衛 星システムの設

置 ・管理 ・運営に当たる国際機構設立の機運が生まれた。

政府間海事協議機関(IMCO)に おける検討の後,1975年4月 から国際海
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事衛星システム設立のための政府間会議が開催された。約1年 半にわたる交

渉の末,1976年9月3日 「国際海事衛星機構(イ ソマルサ ヅト)に 関する条

約」及び 「同運用協定」が採択され,署 名のために開放された。一方,機 構

の発足までの間,準 備委員会が設置されることとな り,1977年1月 から,活

動を開始している。

インマルサ ットは,政 府間の条約及び締約国又は締約国により指定 された

事業体が署名する運用協定によって設立される国際機構であ り,海 事衛星シ

ステムの提供を行 う。

一方,イ ンマルサット設立の動きとは別に,米 国はマリサ ット・システム

の運用を開始し,ま た西欧諸国はマロッツ ・システムを計画している。イン

マルサ ットは両 システムをベースとすると予想され,現 在,米 国と西欧諸国

との間で調整のための交渉が行われている模様である。

また,我 が国としては,イ ンマルサ ット設立を推進するため,1977年3月

22日に条約に署名 し,承 認を求めるため国会に条約を提出している。また,

運用協定に署名する事業体として国際電電を指定 し,同 社は1977年4月7日

に署名を行った。 しか し,イ ンマルサ ットがサービスを開始するまでには,

なお,数 年を要するものと考えられるので,そ れまでの間,当 面の通信需要

にこたえるとともに,そ の技術を習得す るために,米 国のマ リサ ット・シス

テムを利用した海事衛星通信サービスが国際電電により1977年4月18日 に開

始された。

(2)衛 星通信以外の宇宙通信の利用

宇宙通信の利用分野としては,衛 星通信以外に人工衛星による地表及び宇

宙空間の計測,観 測等の分野があ り,近 年その研究,開 発が進んでいる。

この分野の具体的な システム例としては,国 内のみをみても電離層観測衛

星(ISS),静 止気象衛星(GMS)及 び一連の科学衛星が開発中あるいは開発

済みであ り,更 に地球観測衛星,測 地衛星,航 行衛星等の研究も進められて

いる。また,諸 外国においても同様の各種衛星が多数打ち上げられてお り,

幾多の実績が得られている。
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電離層観測衛星(ISS)は,電 離層の観測,電 波雑音の観測等を行い,そ の

結果を短波通信の効率的利用に必要な電波予報及び電波警報に利用すること

を目的とした衛星である。

我が国においては,昭 和41年,郵 政省電波研究所鹿島支所において,カ ナ

ダの電離層観測衛星アルエット1及 びHの 電波を受信 したのが衛星による電

離層観測の第一歩である。我が国のISS計 画もこれと時期を同じくして同研

究所においてスター トした。 当初は衛星の開発研究も行われたが,44年10

月,宇 宙開発事業団の発足に伴い,衛 星の開発業務は既設の各種衛星試験装

置とともに同事業団に引き継がれた。

宇宙開発事業団における衛星の開発と並行して,電 波研究所は,鹿 島支所

にISS管 制施設を整備す るとともに,本 所(国 分寺)に 取得データの処理解

析に必要な諸施設の整備を進めた。これらの施設は,49～50年 度に完成 し,

ISSの 打上げ以前から,国 際電離層観測衛星(ISIS:カ ナダ ・米国共同開発)

の受信に使用 して国際協力の実を挙げた。51年2月 に打ち上げ られ たISS

は,電 源系の故障により,約1か 月でその機能を停止 したため,現 在,予 備

機(ISS-b)を 打ち上げるべ く所要の修正,機 能試験等が進められているが,

ISSの データを電波研究所で解析した結果,従 来得られていなかった電離層

異常現象が発見されるなど,短 期間の寿命ではあったが貴重なデータが得ら

れ,こ の点からも,ISS-bに よる観測が期待 されている。

静止気象衛星(GMS)は,世 界気象監視(WWW)計 画の一環として,

世界気象機関(WMO)と 国際学術連合会議(ICSU)が 共同で行 う地球大

気開発計画(GARP)の 推進等を目的として52年7月 に打ち上げられたが,

今後気象庁において気象観測に利用される。

科学研究分野の人工衛星については,東 京大学宇宙航空研究所に より,一

連の科学衛星が打ち上げられ,各 種の科学観測及び研究が行われている。

これらのほか,我 が国においては,日 本測地原点の確立,国 内測地観測網

の規正,離 島位置の決定等に資するための測地衛星,船 舶及び航空機の航行

援助 ・管制等に資す るための航行衛星,地 球表面の広域観測等を行い,地 球



一62一 第1部 総 論

資源の有効利用,環 境保全等に資するための地球観測衛星の研究も行われて

いる。計測,観 測等の分野における宇宙通信の諸外国の利用状況は極めて多

彩であり,観 測等の対象も月及び惑星にまで及んでいる。気象衛星の例とし

ては,米 国における一連の移動型気象衛星シリーズ(タ イロス→エ ッサ→ニ

ンバス→ノア)及 び静止気象衛星(SMS),ソ 連に お け る移動型気象衛星

(メテオール)等 がある。また,米 国の地球資源探査衛星(ラ ン ドサ ット)

による実験 も行われてお り,更 に海洋観測に重きを置 い た 衛 星(シ ーサッ

ト)に よる実験 も近い将来計画されている。

宇宙通信技術の航行援助への利用例としては,米 国の衛星航法 シ ス テ ム

(NNSS)が ある。

電離層観測,測 地,科 学観測の分野では,単 一 目的の観測衛星,あ るいは

電離層観測と測地を兼ね備えるなど,各 種の目的を組み合わせた観測衛星が

米 ・ソ両国をは じめとして,欧 州諸国,カ ナダ,オ ース トラリア,イ ンド等

によって多数打ち上げられている。この中には,1959年 に米,ソ それぞれが

打ち上げた月探査衛星パイオーア4号,ル ナ1号 をは じめ と す る火星,金

星,木 星等の惑星探査衛星 も含まれ,宇 宙探査技術も米国の宇宙船バイキン

グに よる火星の土の採取がなされるまでに至っていることに注 目すべきであ

ろ う。

以上,概 括 したように宇宙通信の利用形態は,今 後ますます多様化 してゆ

くものと思われる。

第3節 宇宙通信の監理

1国 際機関の動向

宇宙空間における人類の活動の発展に伴い,こ れらを国際的に秩序づけ,

より有効な利用を図るため,ITU,国 際連合,ユ ネスコ等において,国 際的

監理のための新 しいフレームワークを作成する動 きが盛んになって きた。
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(1)ITU

ITUは,す べての種類の電気通信に関する国際的秩序を確立する責任を

有する政府間国際機関であ り,そ の活動の一環として,無 線通信を行 う業務

のための周波数帯の分配,各 国が割 り当てた周波数の国際登録,混 信防止の

ための周波数の国際調整等の活動を行っている。

ITUが 宇宙通信用に初めて 周波数帯の分配を行ったのは,人 類最初の人

工衛星スプー トニク1号 が打ち上げられて2年 後の1959年 のことで,宇 宙研

究業務用として13の 周波数帯が分配された。加えて,1963年 には,通 信衛

星,気 象衛星等の各種人工衛星の業務別に新 しい周波数帯を分配するととも

に,そ れらの周波数帯を地上においても共用する場合の混信防止のための技

術基準を作成 した。

その後,宇 宙通信技術の急激な発展に伴い,限 られた周波数と静止衛星軌

道を有効に利用するため,各 国の衛星通信網計画を国際的に調整する必要性

が高ま り,1971年ITUは 宇宙通信のための周波数の国際的監理に関す る規

定の整備を行った。これにより,各 国の通信主管庁は,自 国又は他国の衛星

通信網計画に関して,早 期に問題点の解決を図 り,円 滑なシステムの導入を

行 うことができることとなった。また,新 たに,放 送衛星業務,地 球探査衛

星業務等に対して周波数帯の分配が行われた。

このような規則の整備に対応 して,1973年 スペインのマラガ=ト レモリノ

スで開かれたITUの 全権委員会議においては,国 際電気通信条約の改正が

行われ,宇 宙通信関係では,宇 宙技術を使用する電気通信手段の調和的発展

を図ること,周 波数及び静止衛星軌道は有限な天然資源であ り,そ の能率的

かつ経済的使用が図られねぽならないことなどの規定が追加された。また,

1974年には海上通信に関する世界無線通信主管庁会議が開催され,船 舶等に

よる衛星通信に関 して規定の整備がなされた。

一方,放 送衛星業務については,特 に,周 波数と静止衛星軌道の利用にお

けるこれまでの早い者勝ちの原則に疑問が投げかけられ,ITUは1977年1

月から2月 にかけて,12GHz帯 における放送衛星業務の計画に関す る世界
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無線通信主管庁会議(WARC-BS)を 開いて,南 北 アメリカ地域を除く世

界の各国別に,放 送衛星業務を行 うのに適 した周波数帯である12GHz帯 の

周波数割当計画を作成 し,各 国が利用できる周波数チャンネル,静 止衛星軌

道位置,業 務区域等を定めたほか,放 送衛星業務と他の業務との間の周波数

共用基準の作成等を行った。

このほかITUの 常設下部機関である 国際無線通信諮問委員会(CCIR)

及び国際電信電話諮問委員会(CCITT)に おいても,各 々の研究業務の一

環として宇宙通信関係の研究や意見の表明を行っている。

なお,ITUは1979年 に,一 般問題に関す る世界無線通信主管庁会議を開

催 し,周 波数帯の再分配を含む全面的な規則の改正を行 うこととしてお り,

宇宙通信関係でも,新 たな技術の発展に対応し,か つ,周 波数と静止衛星軌

道の有効利用を増進 してゆ く観点から,監 理規定,技 術基準等の一層の充実

化が図られるであろう。

(2)国 際連合,ユ ネスコ等

国際連合は,宇 宙空間の探査と平和的利用について強い関心を持ち,1959

年には,こ れらの 問題を検討するため,宇 宙空間平和利用委員会を 設置し

た。そこでの活動の成果として,1966年 には,宇 宙活動の基本法ともい うべ

き宇宙条約を作成 し,以 後宇宙条約の規定の具体化を図ったも の と して,

1967年 に 「宇宙飛行士の救助,宇 宙飛行士の送還及び宇宙空間に発射された

物体の返還に関する協定」を,1971年 に 「宇宙物体に より生ずる損害の国際

的賠償責任に関する条約」を,ま た,1974年 には 「宇宙空間に発射された物

体の登録に関する条約」を作成 した。

これらの条約及び協定は,宇 宙通信を直接に規律するものではないが,宇

宙通信が宇宙活動にとって不可欠なものである以上,密 接な関係を有してい

るとい うことができ,特 に宇宙条約がいわゆる宇宙活動について国の直接責

任を規定している点は,宇 宙通信の監理上 も重要な意味を持つといえよう。

現在,宇 宙空間平和利用委員会では,直 接放送衛星の規律原則にっいて法

律小委員会において審議が重ねられてお り,衛 星による外国向け直接テレビ
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ジョン放送の問題について情報流通の自由と国家主権の尊重との調和点をど

こに見出すかをめ ぐって議論が進められている。また,衛 星による地球の遠

隔探査の問題について,科 学技術小委員会及び法律小委員会において検討が

なされている。このほか,各 国の宇宙活動状況及び各国が打ち上げた宇宙物

体に関する情報の配布,セ ミナーやパネル会議の開催等の活動が行われてい

る。

また,ユ ネスコは情報の自由な流通,教 育の迅速な普及及び文化交流のた

め宇宙通信技術を利用することに関心を有してお り,1972年 には放送衛星の

利用に関する指導原則宣言を,ま た,1974年 には世界知的所有権機関(WI

PO)と 共同で,「衛星により送信される番組伝送信号の伝達に関する条約」

を作成している。

学術関係のものとしては,国 際学術連合会議(ICSU)の 宇宙空間研究委

員会(COSPAR)が,各 国が打ち上げた宇宙物体の国際標識の指定を行っ

てお り,こ れまで我が国が打ち上げた宇宙物体については郵政省電波研究所

から通報を行い,国 際標識の指定を受けている。

2監 理の現状と新たな対応

(1)宇 宙関係無線局の免許等

人工衛星が軌道上で通信,放 送はもとより,気 象観測,資 源探査,科 学観

測等の活動を行 うためには,電 波の利用が不可欠であり,こ のため,人 工衛

星上には各業務目的のための無線局を開設し,地 上側でもそれらに対応する

無線局を開設することが必要である。また,人 工衛星を打ち上げるための ロ

ケットの正常な作動のためにも無線局の開設が不可欠である。このような我

が国の宇宙関係無線局の免許,監 督等は,他 の一般無線局と同様電波法に基

づいて行われている。

52年3月 末現在における衛星上に開設される無線局数は,東 京大学の科学

研究分野の衛星関係が9局,郵 政省,宇 宙開発事業団及び気象庁の実利用分

野の衛星関係が6局 である。
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宇宙無線通信を行 う無線局は,一 般の地上系無線局と異な り軌道の要素が

加わること,衛 星上に開設 されていること等の特殊性を有 している。 したが

って,そ の免許に際しては,衛 星の軌道位置は周波数と密接不可分の技術的

要素であることか ら,軌 道位置を周波数と同じく監理の対象とすること・回

線の特性を衛星通信網 として総合的に評価すること,及 び電波監理上必要な

衛星の機能に関す る諸元を申請書に記載 させることな ど関連規則の改正を行

った。 しか し,技 術的進歩が著しく,広 範な宇宙通信の規律については国内

法令はもとより国際的にも今後 とも多くの点で,整 備を行 う必要がある。

(2)周 波数及び静止衛星軌道に関する国際調整

人工衛星に使用できる周波数帯と静止衛星の軌道位置は,物 理的に有限で

あ り,近 年各国の衛星打上げ計画の増加が著 しいことから,そ れ らの調整を

行うことが宇宙通信の監理上重要な業務 となっている。

ITUは,1971年 宇宙通信のための世界無線通信主管庁会議(WARC-S

T)に おいて,国 際電気通信条約付属無線通信規則の改正を行い,宇 宙通信

系の周波数,電 力,軌 道位置等に関する国際的な調整手続を定めた。それに

よれば,新 たに衛星の打上げを計画した場合は,そ の国の通信主管庁は,衛

星通信系に関する技術諸元の情報をITUの 国際周波数登録委員会(IFRB)

を通 じて各国に事前公表 し,干 渉問題を未然に解決す るために関係国通信主

管庁との間で調整を行い,国 際的承認が得 られてから,周 波数割当をIFRB

に通告 し,国 際原簿に登録 され ることになっている。

この規定が48年1月1日 に発効してか ら51年度末現在まで第1-2-10表

に示す ように100の 衛星通信網が公表されている。最近,各 国から公表され

ている中には,周 波数,軌 道について我が国の計画と競合するものが多 くな

ってきてお り,第1-2-11表 に示すように各国とそれぞれ調整を行ってい

る。

このようなITUの 制度による国際調整も,近 年各国から多数の衛星打上

げ計画が出現 し始めたために・現在の調整技術基準では必ず しも効率的な調

整が行われない場合が多 くなってきた。ITUと しても,CCIRを 中心に技
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第1-2-10表 衛星の事前公表状況

(51年度末現在)

＼ 種別

国名 ＼ 一
籠 鵜量1穏董継 罐 雛 灘 懸離矧鰐 十

二
5
口

米 国 35 ・1・ レ 2 1 150

・ ラ ン 刈 1 7 2 ・レ レ1 14

日 本lll・ 4 ・111 1 11

ソ 副1巨 ・
11

カ ナ タ 4 4一
中 国 2 2

ベ ル ギ ー 1 1

・ ・ ジ ル1 1 1

・ ・ ン ビ ア1 1 1

… ネ・ア1 1 1

… 烈 1 1

計 36・1141・ ・i・1・ 1 ・il・ ・

術基準の改正の検討が始められてお り,1979年 に開催される一般問題に関す

る世界無線通信主管庁会議(WARC-G)で は,関 係規定の改正が議論 され

ると思われる。我が国としても,国 際協調を基盤 としながら静止衛星軌道を

含む我が国の電波権益確保の観点から,こ の問題に関する対応策の検討を進

めているところである。

放送衛星業務に関 しては,1977年1月 から2月 にかけて開催されたWAR

C-BSに おいて,同 業務に最適の周波数帯である12GHz帯 のチャンネル

及び静止衛星軌道位置が各国に割 り当てられ,我 が国は,当 初の要求どお り

軌道位置東径110度 に8チ ャソネルを獲得した。また,同 会議では,テ レビ

ジョン方式,混 信保護比,受 信機及び受信アンテナの特性,送 信アンテナ

の特性,地 表面における電力束密度等の技術基準並びに地上業務との共用基
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第1-2-11表 我 が国の衛星 の事前公 表一覧 表

(51年度 末現在)

＼ 項 目
衛星名 ＼ ＼

第3号 科学 衛星
SRATS

技術試験衛星1
型ETS-1

実験用中型放送
衛星BS

実験用中容量静
止通信衛星

CS

電離層観測衛星
ISS

第4号 科学 衛星
CORSA

静止気象衛星
GMS

技術試験衛星H
型ETS-H

科学試験衛星
MS-T3

実験用静止通信
衛星ECS

第5号 科学衛星
EXOS-A

事 前 公表
年 月 日

1974.7.30

1974.8.27

1974。12.3

1974.12.10

1975.5.20

1975.6.10

1975.7.29

1975.12.23

1976.5。18

1976.9.28

1977.3.15

調 整 相 手 国

韓 国,ソ 連,中 国,米

国,フ ィ リ ピ ン,モ ン
ゴル,香 港,ポ ル トガ

ル,ヴ ィエ トナ ム

放送衛星として全主管
庁

中 国,ソ 連,韓 国

ソ連,中 国,韓 国,米

国,英 国,ポ ル ト ガ
ル,フ ィリ ピ ン,ラ オ

ス,ヴ ィエ トナ ム,カ
ソボ デ ィア,北 朝 鮮

ソ連,中 国,韓 国,フ

ィ リ ピ ン,英 国,ポ ル
トガ ル,米 国,北 朝 鮮

(調整準備中)

(調整準備中)

IFRBへ の

通告年 月 日

1975.3.5

1975.9.26

1977.1.10

1977.1.5

1976.3.6

1975.2.8

1976.2.18

(削 除 通 告)

(1977.4.21)

1977.2.8

1976.ll.2

衛星打上げ
目

1975.2.24

1975.9.9

1978.2.

1977,12.

1976.2.29

1976.2.4

(打 上 げ失

敗)

1977.7.14

1977.2.23

1977.2.19

1979.2.

1978.2.

準,監 理規定等が審議 され決定された。

3宇 宙通信に関す る国際協力,研 究等の現状

(1)国 際協力の現状

電気通信の国際性に加えて,宇 宙通信のグローバル性は,必 然的にこの分

野における国際協力の発展を促す。国際電気通信条約が国際協力の維持,増
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進,宇 宙技術を使用する電気通信手段の調和ある発展をうたっているのもこ

の表れにほかならないといえよう。

我が国は,独 自の衛星通信実験を行うだけでな く,国 際協力の一環として

諸外国の衛星通信実験にも参加し,多 くの成果をあげている。それらの例と

しては,37年11月 の郵政省とNASAと の間の了解覚書に基づ く,リ レー

シンコム,ATS-1等 の衛星による日米間電話,テ レビジョン中継実験,衛

星管制実験,カ ナダの通信技術衛星CTS及 び国際電離層研究衛星ISISを

利用した実験,米 国のマ リサット衛星を利用 した通信実験等があげ られる。

さらにインテルサ ット衛星を利用 し,将 来の衛星通信のための諸実験も行わ

れている。

他方,開 発途上国との間でも,衛 星通信に関する基礎知識の付与,衛 星通

信機器の操作及び保守技術の習得等を 目的とした各国研修員の受入れ及び専

門家の派遣,衛 星通信システム導入計画のフィージピリティ調査等を目的と

した調査団の派遣,主 として地球局の建設のための資金協力,放 送衛星に関

するパネル会議及びセ ミナーの開催等の活動をこれまで行ってきている。

このほか,我 が国の宇宙開発にとって重要な意義を有するものとして,44

年7月 に 「宇宙開発に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協力に関す る

交換公文」が交わされ,我 が国の特定のロケット及び通信衛星その他の平和

的応用のための衛星の開発のために一定範囲の技術及び機器が提供される道

が開かれたこと,及 び50年5月 に 「宇宙開発事業団の静止気象衛星,実 験用

中容量静止通信衛星及び実験用中型放送衛星の打上げ計画のための協力に関

する日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の交換公文」が交わされ,こ れ

ら3衛 星について米国政府が打上げ費用の実費弁償の原則により打上げ業務

を提供することになったことがあげられる。

現在,我 が国と欧州宇宙機関(ESA)と の間の定期行政官会議,宇 宙開発

委員会が毎年度招へいする外国人技術者との会談あるいは我が国と西独,フ

ランス,カ ナダ等との間の科学技術関係の合同委員会等の場を通 じて,現 在

及び将来の宇宙通信に関する協力基盤の拡大化がはかられつつある。また,
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我が国と周波数及び静止衛星軌道の使用において競合関係に立つアジア ・オ

セアニア地域の国々や,近 い将来衛星通信 システムの導入を計画している開

発途上国との間の協力関係も,今 後一層重要なものとなると考えられる。加

えて,米 国は,1980年 代の宇宙輸送の主流をなす と思われ るスペース ・シャ

トルにより在来型のロケットよりも経済的な打上げ業務の提供を行 うことが

予想される。このような状況から,我 が国として も本年度打ち上げる実験用

の通信衛星,放 送衛星による実験をは じめとする各種の宇宙通信実験や,将

来の宇宙通信の研究開発計画の策定を通 じて,各 国との有意義な協力関係を

推進してゆ くことが必要 となってきている。

(2)研 究 状 況

宇宙通信の発展のためには,人 工衛星,地 上施設,通 信方式,衛 星軌道等

に関する基礎的先行的な研究が不可欠である。郵政省電波研究所 に お いて

は,本 年度打ち上げられるCS及 びBS並 びに来年度打ち上げられ るECS

に関する研究のほか,ミ リ波による衛星通信回線の設定のための電波伝搬に

関する研究,衛 星 とう載用 ミリ波中継器の研究開発,衛 星の軌道の決定法に

関する研究等を行っている。

電電公社,国 際電電及びNHKに おいても,国 が進めているCS,BS及

びECS計 画に協力して,あ るいは独 自に,衛 星通信技術の研究開発を行っ

ている。

また,郵 政大臣の諮問機関である電波技術審議会においては,宇 宙通信技

術に関 しても各種の諮問を受け調査審議が進められてお り,特 に宇宙通信用

の周波数及び静止衛星軌道の有効利用方法の研究については,将 来の宇宙通

信の電波需要に直接に関係す る重要な問題 として精力的に審議が重ね られ,

50年度その答申が行われた。現在,通 信衛星の利用技術及び衛星間通信技術

について調査審議が行われている。

(3)宇 宙開発事業団の動き

宇宙開発事業団は,平 和 目的に限 り,人 工衛星及び人工衛星打上げ用 ロヶ

ットの開発,打 上げ及び追跡を総合的,計 画的かつ効率的に行い,宇 宙の開
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発 及 び 利 用 の 促進 に寄 与 す る こ とを 目的 と して,宇 宙 開 発事 業 団 法 に 基 づ

き,44年10月1日 に設 立 され た 特 殊 法人 で あ る。

事 業 団 は 宇 宙 開 発計 画 に基 づ き,45年 度か ら人 工 衛 星 及 び ロ ケ ッ トの 開 発

に着 手 し,50年9月Nロ ケ ッ ト1号 機 に よっ て技 術 試験 衛 星1型(ETS-1)

「き く」 を,51年2月 に は 同2号 機 に よ って我 が 国初 の実 用 衛 星 で あ る電 離

層観 測 衛 星(ISS)「 うめ 」 を いず れ も地 上 約1,000kmの 中高 度 軌 道 に 打 ち

上 げ る こ とに 成 功 し,ま た52年2月 には 我 が 国 初 の静 止 衛 星 とな った技 術 試

験 衛星H型(ETS-H)「 き く2号 」 の打 上 げ に成 功 した 。

事業 団は,発 足 以 来 そ の機 構,予 算 と もに 増加 の一 途 を た ど り,52年 度 の

職 員数 は804人,予 算 規 模 は 約798億 円 に のぼ って い る。 郵 政 省 と して も これ

に対応 して監 督 体 制 の整 備 に 努 め て い る。

第1-2-12図 宇宙開発事業 団予算の推移
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738・1/1醐 人工羅 開発費

癬 ・ケ・ ・開発費

欄 打上げ費

種 子 島宇宙 セ ン ター

菱重言愛空そ41.6r52)

筑波 宇宙 セ ンタ ー

建 設 望セ30.2(3.8)

.騰 追跡管腋

81:1)事業運営費

44年度4546474849505152

(注)1.各 年 度 最 上 部 の数 字 は,そ の年 度 の予 算 額 を示 す 。
2.グ ラ フの()の 中 の 数 字 は,予 算 に 対 す る 割 合

(%)を 示 す 。
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第4節 宇宙通信の展望

1宇 宙通信技術の発展と利用の可能性

インテルサ ットや諸外国の国内衛星通信 システムに見られるように各国に

おいて衛星通信技術の研究開発が活発に進められてお り,そ の成果が期待さ

れているが,今 後 も社会の高度化に伴い,通 信需要の増大と需要形態の多様

化によって,衛 星通信の重要性は一段と高まるものと予想される。

通信,放 送衛星の伝送容量は衛星重量に密接に関連 しているが,現 在のと

ころ,こ の衛星重量は ロケットの打上げ能力に依存するところが大きい。我

が国においては50年 代末までに500kg以 上の静止衛星の打上げが可能なロ

ケットの開発研究を進めてお り大容量衛星の出現が期待できる。また,米 国

においては,大 型 ロケットに加えスペース ・シャ トルの開発が進められてい

るので,今 後ます ます衛星打上げ能力の拡大が図られ,通 信,放 送衛星の多

様化が予想される。また,超LSIの 開発に見られるように最近の電子通信技

術の発達は目を見はるものがあるが,特 に固体,集 積化技術の進歩により衛

星とう載機器の小型,軽 量化が可能とな り,単 位重量当た りの通信容量は格

段に増大す る傾向にある。

加えて,衛 星に関す る各種の技術開発が進展す るに従い衛星の性能の向上

が可能とな り,軌道保持技術,姿 勢制御技術等の向上と相まって衛星の長寿命

化が図られているので,よ り経済的な衛星通信システムの実現が予想される。

周波数についてみると,通 信衛星では現在,主 として6/4GHz帯 が利用さ

れているが,増 大す る通信需要を満たす ことが困難になってきているので,

スポッ トビームの利用による空間分割や直交偏波利用等による周波数再利用

の技術開発が進められてきているが,さ らに10GHz以 上の準 ミリ波,ミ リ

波帯の新規周波数開発を積極的に進める必要がある。我が国のCS及 びEC

S計 画は・ このような 観点から世界で初めて30/20GHz帯 及び35/32GHz

帯を使用する予定であ り,そ の成果が期待されている。
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放送衛星システムは一般家庭における個別受信を最終目標とするため地上

受信設備の経済性が要求される。このため放送衛星の大出力化と地上受信機

の低価格化が技術的課題となっている。

衛星送信電力を大きくす るためには,と う載中継器に使用されている進行

波管(TWT)の 高能率,高 出力化が必要であり,現 在各国でその研究が進

められている。

地上受信機については,外 国においても研究,開 発が積極的に進められて

いるが,NHKが 開発した小型受信機が国内はもとより諸外国においても注

目を集めている。しかし,実 用段階での小型受信機については,さ らに価格

の低廉化及び性能の安定化等についての研究が必要である。

一方,衛 星を移動通信のために利用する傾向は,今 後とも海上,航 空及び

陸上の各分野において強まって行 くものと考えられるが,海 上移動通信につ

いてはLバ ンドにおける高出力管,成 形マルチビームアンテナ,小 型船上端

末設備等の開発及び研究が早期に進められてい くであろう。

このように衛星通信技術は今後ますます発展するとみられ,こ うした技術

革新を背景に様々な利用形態が可能になると考えられる。既に諸外国におい

ては,衛 星通信は一般公衆通信や行政等の専用通信として実用に供されてい

るのみならず,米 国,カ ナダ.ヨ ーロッパ等においては教育,医 療の分野で

の利用実験を実施し多大な成果を上げている。我が国においてもこうした分

野への利用は社会生活の向上,福 祉の増進に役立つと考えられるが,さ らに

衛星通信は離島等との通信,放 送の充実及び地震等の災害に備えての伝送路

の確保にも大きく寄与することが期待されている。

2宇 宙通信の今後の課題

我が国は,前 述のとお り宇宙通信の発展に積極的に取 り組 ん で きた。今

後,宇 宙通信は,技 術的にも利用分野においても多種多様な展開が期待され

るところであるが,こ れまでの成果を生かし,社 会の要請に適合した宇宙通

信の利用を促進 し,社 会,経 済,文 化の発展,国 民生活の向上に役立ててい
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くためには,ど のような課題が考えられ るであろうか。

まず第一に,こ れまでの宇宙通信の開発成果を可能な限 り早期に国民生活

に還元することである。すなわち衛星通信の分野では,通 信衛星,放 送衛星

の早期実用化が緊急の課題であ り,郵 政省では,CS,BSの 開発成果及び

実験結果を踏まえて,次 期衛星の実用化の実現に向かって努力しているとこ

ろである。

第二に,宇 宙通信に関する自主技術の開発 とい う課題がある。我が国の宇

宙通信技術は,最 近までの関係機関の努力により,国 際的にみても相当のレ

ベルに達 したが,ま だ外国の技術に依存するところが少なくない。宇宙通信

の発展は,そ の性質上技術力によって左右されるところが大きいことから,

今後我が国の宇宙通信の発展を期するためには,宇 宙通信に関する自主技術

の確立が不可欠である。今後,こ の分野における国産技術の開発に一段と努

力をすることが重要である。

第三に,宇 宙通信の国際的な側面を考慮 しなければ な らな い。宇宙通信

は,一 般の無線通信についての,国 際的規律に服するほかに,特 に静止軌道

及び周波数の使用について国際的に厳格な手続により規律されている。我が

国の宇宙通信の発展にとって,静 止軌道及び周波数の確保について関係国と

の調整を円滑に行 うことなどが不可欠の条件である。 したがって,今 後,宇

宙通信の分野における国際活動の活発化が必要である。

最後に宇宙通信は,技 術開発,施 設整備,シ ステム運用等に多額の資金及

び優秀な人材等を必要とすること,既 存の通信体系に大きな影響を与え うる

こと,新 たな通信サービスを出現させ,国 民生活への影響も小さくないこと

などから通信の分野における宇宙通信の役割及び社会的,経 済的,文 化的ニ

ーズの今後の動向等を検討 しつつ国民のコソセ ンサスの下に長期 ビジョンを

明確にしていく必要がある。

宇宙通信は,人 類にとって比較的新 しい領域であるが,そ の進展に即応 し

た適切な措置を講 じていくことによってこの分野の無限の可能性を現実のも

のとしてい くことができよう。


